第１号様式（第８条関係）

　年 　月　　日

　

（あて先）浜松市長

交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
住所又は所在地
氏名又は名称
代表者役職
代表者氏名
※代表者名は署名または記名押印（代表者印）

　
浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金の交付を受けたいので、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第８条に基づき下記のとおり申請いたします。
記

１　展示会の種類
　　　　　　　　国内展示会　　・　　海外展示会　　・　　オンライン展示会等
２　補助事業の目的・内容および予想される効果

３　補助事業の経費の配分・経費の使用方法、補助事業の完了の予定期日、その他補助事業の
遂行に関する計画

　　　　経費(税抜)の内訳は、別紙収支予算書（第３号様式）の通り。

　　　　　　年　　月　　日の展示会終了をもって完了予定。

４　交付を受けようとする補助金の額及び補助対象経費

　　　　補助金交付申請額　　　　　　　円（補助対象経費の1/2、千円未満切捨て、上限あり）

　　　　補助対象経費　　　　　　　　　円（第３号様式の合計額と一致）
５　国や他団体からの助成の有無　　　　□有り　　　□無し
６　市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入）
　　□　浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第６条の規定により、市において、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。
　　
７　暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。
８　補助対象者及び補助対象事業の確認（同意する場合は下記に☑を記入）

　　□　浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について該当することとを誓約します。

(1) 製造業（研究開発型の、いわゆるファブレス企業及び自ら企画・製造した製品を提供する

企業も対象に含まれる）、情報通信業のうちものづくり製品に関する情報サービス業（ソ

フトウェア業、情報処理サービス業）を営む中小企業者である。

(2) 以下のみなし大企業ではない

※同一の大企業が発行済株式の総数又は出資価格の総額の2分の1以上を所有している、

　　または複数の大企業が発行済株式の総数又は出資価格の総額の3分の2以上を所有してい

　　る

(3)【製造業のみ】 出展する製品は食品や飲料品等の人の口に入れるものではない

９　その他
【添付書類】 　
①交付申請書（第1号様式）
②申請企業概要書・展示商談会出展計画書（第2号様式）
③収支予算書（第3号様式）
④納税義務者に対して給与の支払いをする者にあっては、市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し又は市民税・県民税・森林環境税特別徴収未実施理由書
⑤（申請者が個人事業主で市外在住者の場合）当該申請者が在住する市町村の納税証明書

⑥出展する展示商談会の概要書（リーフレット、出展案内）
⑦法人の場合は定款の写し又は履歴事項全部証明書(発行後3か月以内)の写し、及び会社概要が確認できるパンフレット等。個人の場
合は税務署に提出した直近1期分の所得税確定申告書（第1表）の写し又は個人事業の開業・廃業等届書の写しと会社概要が確認できるパンフレット等。

※経済産業省中小企業庁の事業再構築補助金の採択にともない、優遇措置を申請する場合(国内回帰は除く)、経済産業省中小企業庁の
事業再構築補助金の交付確定通知の写しを添付下さい。（ただし交付確定がまだの場合は交付決定通知でも可とする。）
第２号様式（第８条関係）
【申請企業概要書】
	企業名
	

	企業名のフリガナ
	

	代表者名(役職)
	

	所在地
	〒


	資本金又は出資総額
	　　　　　　千円

	業種（どちらか選択）
	製造業 ・ 情報サービス業
	従業員数
	　　人

	業務内容又は製造品
	

	ＵＲＬ
	

	連絡先
	担当者（部署・役職）
	（　　　・　　　）

	
	書類送付先住所が本社所在地と異なる場合は、送付先住所
	〒

	
	TEL
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	　　＠


【展示商談会出展計画書】
	展示商談会の名称
	

	開催場所
	

	（開催の国・都道府県・都市）
（オンラインの場合主催者名）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	開催期日
	令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日

	主な展示予定製品
	・展示予定製品名（　　　　　　　　　　　）

※優遇措置を希望する場合のみ、下記の内容を確認して☑を記入。

□　展示予定製品は、浜松市新産業創出事業費補助金で採択された製品または事

業再構築に伴う製品、浜松市トライアル発注認定事業で認定された製品である。


	浜松市新産業創出事業費補助金採択状況　※1
	　　　年度（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	浜松市トライアル発注認定事業認定状況　※2
	年度（新商品等の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業再構築補助金採択状
況　　　　　　 　※3
	年度（区分：①新市場進出・②事業転換・③業種転換・④事業再編）


※1　令和4年度～令和6年度に「浜松市新産業創出事業費補助金」に採択された場合、採択された年度・事業名を記入願います。

※2　令和5年度～令和7年度に「浜松市トライアル発注認定事業」にて認定された場合、認定された年度・新商品等の名称を記入願います。
※3　経済産業省中小企業庁の事業再構築補助金にて採択されている場合(国内回帰は除く)、採択された年度の記入と区分の選択をお願いします。加えて、経済産業省中小企業庁の事業再構築補助金の交付確定通知の写しを添付下さい。（ただし交付確定がまだの場合は交付決定通知でも可とする。）


[image: image1.emf]第３号様式（第８条関係）

【収入の部】

（単位：円）

区分

補助金

自己資金

合計

【支出の部】

（単位：円）

区分

ア出展料

イ展示装飾費

ウ通信運搬費

エ各種工事費・使用料

オ広告宣伝費

カ交通費

キ宿泊費

ク人件費

（海外展示会のみ）

合計

注意事項

※　金額はすべて税抜きで記入ください。

※　小数点以下がある場合は、四捨五入して記入ください。

※　オンライン展示会への出展の場合は、出展料、通信運搬費及び広告宣伝費の区分のみが

    対象です。

※　区分についてご不明な点がある場合、お問い合わせください。
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収　支　予　算　書

予算額備考
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第４号様式（第９条関係）

浜松市指令産振第　　号
　年　月　日

　　　　　　　　　　　様

浜松市長　　　　　　　　

交付決定通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金について、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、次の金額を上限として交付することを決定しましたので通知します。なお、当該補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり条件を付します。
記
１　交付決定額
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



（　　　　展示会）

（条件）
１　補助金は、当該補助事業以外の目的に使用してはならない。

２　補助事業の内容または経費配分の変更をする場合は、市長の承認を受けることとする。

３　補助事業が予定期間内に完了しない場合または遂行が困難となった場合は、市長に報告してその指示を受けることとする。

４　補助事業を中止する場合は、市長の承認を受けることとする。
５　補助事業に基づく成果調査の指示が市長からあった場合は、市長に報告しなければならない。
６　補助金の収支に関する帳簿を整え、領収書等関係書類を整理し、これらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。

７　補助事業の事業運営および経理の状況を調査し、不適当と認めたときは、当該補助金の全部または一部の返還を命ずる。

８　事業完了後速やかに、別に定める実績報告書（第１１号様式）を市長に提出することとする。

　　 ※実績報告書提出期限は、補助対象事業完了後３０日を経過した日又は当該年度３月末日のいずれか早い日までとする。

９　補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合においては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付すること。

１０　補助金の交付の取り消しを受け、補助金の返還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第１８条の２の規定に基づき、加算金又は損害遅延金を市に納付すること。

１１　補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付しない場合、規則第１８条の３の規定に基づき、他の交付すべき補助金についてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。

１２　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

第５号様式（第９条関係）
浜産振第　　号
　　年 月  日
　　　　　　　　　　様　
浜松市長　　　　　　　　
不採択通知書
　　年　　月　　日付、申請のあった浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金（　　展示会）について、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第９条の規定による審査の結果、不採択となりましたので通知します。
第６号様式（第１１条関係）

　　年　　月　　日

（あて先）浜松市長
住所又は所在地
　　　　　　　　氏名又は名称
代表者役職
代表者氏名
※代表者名は署名または記名押印（代表者印）

変更承認兼変更交付申請書

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日付け浜松市指令産振第　　　　号をもって補助金交付決定通知を受けた、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金（　　展示会）について、変更交付を受けたく申請します。

記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　円
２　変更交付申請額　　　　　　　　　  円
３　申請内容変更の理由

４　変更内容の詳細
　　※別紙：変更による「申請企業概要書・展示商談会出展計画書（第2号様式）」及び「収支予算書

（第3号様式）」のとおり。備考欄に変更前金額を記載。

※　添付書類
　　上記変更内容に関係する書類等があれば提出してください。
第７号様式（第１１条関係）

浜松市指令産振第　　　号
　年　月　　日

　様

浜松市長　　　　　　　　　

変更交付決定通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金変更承認兼変更交付申請書について、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１１条第３項の規定に基づき、変更を承認し、次の金額を上限として変更交付を決定します。
記

　　　　
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



（　　　　展示会）
第８号様式（第１１条関係）

浜松市指令産振第　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　様

浜松市長　　　　　　　　

変更承認通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金変変更承認兼変更交付申請書について、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１１条第３項の規定に基づき、変更を承認しましたので通知します。
第９号様式（第１２条関係）
　　年　　月　　日
（あて先）浜松市長
住所又は所在地
　　　　氏名又は名称
代表者役職
 代表者氏名
※代表者名は署名または記名押印（代表者印）
事業中止届
　　　年　　月　　日付浜松市指令産振第　　号で補助金の交付決定を受けた浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金について、下記のとおり中止したいので、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１２条第１項の規定に基づき事業の中止を届け出ます。
記
１　展示会名（　　　展示会）
２　理由
第１０号様式（第１２条関係）
浜　産　振　第　　　号　
　　　年　　月　　日　
　様
浜松市長　　　　　　　　
事業中止承認通知書
　　年　　月　　日付けで届出のあった事業中止届について、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１２条第２項の規定に基づき、中止を承認しましたので通知します。
１　補助金交付決定通知番号
　
　　
２　事業名（　　　展示会）
　
第１１号様式（第１３条関係）

　　年　　月　　日

（あて先）浜松市長
住所又は所在地
　　　　                氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職
代表者氏名
※代表者名は署名または記名押印（代表者印）。
実績報告書
年　　月　日付け浜松市指令産振第　　号で交付決定された事業が下記のとおり完了したので、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づき報告します。
記

１　展示会の種類
　　　　　　　　国内展示会　　・　　海外展示会　　・　　オンライン展示会等
２　完了の年月日　　　　　　　年　　月　　日

３　事業の内容・成果

　　　
（１）内容

　　　　　　
　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　（２）成果

　　　　　　

	項　目
	数

	ブース来場者数
(オンラインの場合アクセス件数)
	人

	名刺交換者数
(オンラインの場合問合せ件数)
	人

	商談に繋がった会社数
	社

	商談が成立した会社数
	社


　　　　　　

４　補助事業に関して生ずる収入金
５　補助金確定を受けたい額

６　その他、添付書類

　　　　
（1）経費の支払等を証明する書類（請求書及び領収書等）

（2）展示商談会への出展状況が分かる写真（自社ブースの様子と浜松をPRしていることが分かるもの）
※ 浜松市新産業創出事業費補助金並びに事業再構築補助金を受けて開発した製品、浜松市トライアル
発注認定事業にて認定されている新商品等を展示する場合は、製品の写真も必ず添付
※ オンライン展示商談会の場合、出展状況のスクリーンショット等

（3）展示会で交換した名刺の写し


[image: image2.emf]第１２号様式（第１３条関係）

【収入の部】（単位：円）

増減

（Ｂ）-（Ａ）

補助金0

自己資金0

0

0

0

0

0

合計000

【支出の部】（単位：円）

増減

（Ｂ）-（Ａ）

ア出展料0

イ展示装飾費0

ウ通信運搬費0

エ各種工事費・使用料0

オ広告宣伝費0

カ交通費0

キ宿泊費0

ク人件費

（海外展示会のみ）

0

合計000

＜注意事項＞

※　金額はすべて税抜きで記入し、小数点以下がある場合は、四捨五入して記入してください。

※　予算額には収支予算書（様式第３号）に記載した金額を記入してください。

※　すべての補助対象経費について「支払い内容を確認できる書類（請求書など）」及び

　　「支払ったことが確認できる書類（領収書・振込控など）」を必ず報告書と共に提出してください。

    （第６号様式）を提出し、承認を得る必要があります。

収　支　決　算　書

決算額（Ｂ）予算額（Ａ）区分

   「経費の合計」の20%を超える場合や②変更前（申請書の収支予算）と変更後（決算の見込み）の「経費の

※　①変更前（申請書の収支予算）と変更後（決算の見込み）の「区分（費目）の経費の増減」が、変更前の

区分予算額（Ａ）決算額（Ｂ）

    合計の増減」が、変更前の「経費の合計」の20%を超える場合は、あらかじめ変更承認兼変更交付申請書



第１３号様式（第１４条関係）

浜産振第　　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

浜松市長　　　　　　　　

交付確定通知書
　年　　月　　日付けで提出のあった実績報告書を、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１４条の規定に基づき審査した結果、下記金額を当該補助対象事業に対する補助金として確定しましたので通知します。
記
１　交付確定額
　

	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



（　　　　展示会）
２　交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
第１４号様式（第１５条関係）
　　年　　月　　日
（あて先）浜松市長
住所又は所在地
　　　　氏名又は名称
代表者役職
代表者氏名
請求書
　　　　年　　月　　日付け浜産振第　　号により交付額確定の通知書を受けた浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金について、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱第１５条の規定に基づき、次のとおり請求します。
記
１　補助金請求額
	金　　額
	
	
	
	拾万

	万

	千

	百

	拾

	円



２　補助金交付確定額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
振込口座
	金融機関名
	銀行　・　信用金庫

	支店名
	本店　・　支店　・　支所

	預金種別
	当座預金　・　普通預金

	口座番号
	

	フリガナ
	

	口  座  名  義
	


第１５号様式（第１６条関係）
浜産振第　　　　号
年　月　日
　　　　　　　　　様
浜松市長　　　　　　　
補助金交付決定取消通知書及び返還命令書
　　年　月　日付け浜松市指令産振第　　号による令和　年度浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金の交付の決定（以下「本件決定」という。）（の一部）を、次のとおり、浜松市補助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号。以下「市交付規則」という。）第１７条第１項に基づき取り消すとともに、市交付規則第１８条第１項に基づき返還を命じます。
１　交付決定の取消し及び返還命令額
	補助金名
	交付決定（確定）額
	取消し及び返還命令額

	浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金
	円
	円


２　取消しをする根拠及び理由
本件決定を受けた事業（補助事業）について、●年●月●日の期限までに当該補助事業の展示商談会出展計画書に記載された●●が実施されておらず、浜松市ものづくり販路開拓事業費補助金交付要綱（令和６年４月１日施行。以下「市交付要綱」という。）第３条に定める補助対象事業の要件に違反し、浜松市補助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号。以下「市交付規則」という。）第１７条第１項第２号に定める「補助金の交付の決定の内容（中略）に違反したとき」に該当するため。

３　補助金返還、加算金及び延滞金
（１）市交付規則第１８条第１項により、交付決定を取り消された場合は、既に交付された補助金を返還しなければならないとされています。別途発行する納入通知書により納付してください。
（２）市交付規則第１８条の２第１項により、交付決定取消額とは別に加算金（補助金を受領した日から返還の日までの日数に応じ、当該補助金の額につき、年１０.９５パーセントの割合で計算した額）を納付する必要があります。
（３）補助金返還額が納期日までに納付されないときは、市交付規則第１８条の２第４項により、遅延損害金（納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、未納付額につき年１０.９５パーセントの割合で計算した額）を納付する必要があります。
（４）なお、加算金及び遅延損害金は、交付決定の取消額が納付された後、改めて請求します。

Sheet1

		第３号様式（第８条関係） ダイ ゴウ ヨウシキ ダイ ジョウ カンケイ



				収　支　予　算　書 オサム シ ヨ サン ショ



				【収入の部】 シュウニュウ ブ										（単位：円） タンイ エン



				区分 クブン		予算額 ヨサンガク				備考 ビコウ

				補助金 ホジョキン

				自己資金 ジコ シキン













				合計 ゴウケイ		0





				【支出の部】 シシュツ ブ										（単位：円） タンイ エン



				区分 クブン		予算額 ヨサンガク				備考 ビコウ

				ア出展料 シュッテン リョウ

				イ展示装飾費 テンジ ソウショク ヒ

				ウ通信運搬費 ツウシン ウンパン ヒ

				エ各種工事費・使用料 カクシュ コウジヒ シヨウリョウ

				オ広告宣伝費 コウコク センデンヒ

				カ交通費 コウツウヒ

				キ宿泊費 シュクハクヒ

				ク人件費（海外展示会のみ） ジンケンヒ カイガイ テンジカイ

				合計 ゴウケイ		0

				注意事項 チュウイ ジコウ

				※　金額はすべて税抜きで記入ください。 キンガク ゼイ ヌ キニュウ

				※　小数点以下がある場合は、四捨五入して記入ください。 ショウスウテン イカ バアイ シシャゴニュウ キニュウ

				※　オンライン展示会への出展の場合は、出展料、通信運搬費及び広告宣伝費の区分のみが テンジカイ シュッテン バアイ シュッテン リョウ ツウシン ウンパン ヒ オヨ コウコク センデンヒ クブン

				    対象です。

				※　区分についてご不明な点がある場合、お問い合わせください。 クブン フメイ テン バアイ ト ア
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		第１２号様式（第１３条関係） ダイ ゴウ ヨウシキ ダイ ジョウ カンケイ



				収　支　決　算　書 オサム シ ケッ サン ショ



				【収入の部】 シュウニュウ ブ						（単位：円） タンイ エン



				区分 クブン		予算額（Ａ） ヨサンガク		決算額（Ｂ） ケッサン ガク		増減 ゾウゲン

										（Ｂ）-（Ａ）

				補助金 ホジョキン						0

				自己資金 ジコ シキン						0

										0

										0

										0

										0

										0

				合計 ゴウケイ		0		0		0





				【支出の部】 シシュツ ブ						（単位：円） タンイ エン



				区分 クブン		予算額（Ａ） ヨサンガク		決算額（Ｂ） ケッサン ガク		増減 ゾウゲン

										（Ｂ）-（Ａ）

				ア出展料 シュッテン リョウ						0

				イ展示装飾費 テンジ ソウショク ヒ						0

				ウ通信運搬費 ツウシン ウンパン ヒ						0

				エ各種工事費・使用料 カクシュ コウジヒ シヨウリョウ						0

				オ広告宣伝費 コウコク センデンヒ						0

				カ交通費 コウツウヒ						0

				キ宿泊費 シュクハクヒ						0

				ク人件費（海外展示会のみ） ジンケンヒ カイガイ テンジカイ						0

				合計 ゴウケイ		0		0		0



		＜注意事項＞ チュウイ ジコウ

		※　金額はすべて税抜きで記入し、小数点以下がある場合は、四捨五入して記入してください。 キンガク ゼイ ヌ キニュウ バアイ

		※　予算額には収支予算書（様式第３号）に記載した金額を記入してください。 ヨサンガク シュウシ ヨサン ショ ヨウシキ ダイ ゴウ キサイ キンガク キニュウ

		※　①変更前（申請書の収支予算）と変更後（決算の見込み）の「区分（費目）の経費の増減」が、変更前の ヘンコウ マエ シンセイショ シュウシ ヨサン ヘンコウ ゴ ケッサン ミコ クブン ヒモク ケイヒ ゾウゲン ヘンコウ マエ

		   「経費の合計」の20%を超える場合や②変更前（申請書の収支予算）と変更後（決算の見込み）の「経費の

		    合計の増減」が、変更前の「経費の合計」の20%を超える場合は、あらかじめ変更承認兼変更交付申請書

		    （第６号様式）を提出し、承認を得る必要があります。

		※　すべての補助対象経費について「支払い内容を確認できる書類（請求書など）」及び ホジョ タイショウ ケイヒ シハラ ナイヨウ カクニン ショルイ セイキュウショ

		　　「支払ったことが確認できる書類（領収書・振込控など）」を必ず報告書と共に提出してください。
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